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A. 研究目的 

 医療保険の疾患別リハビリテーション

治療が終了した後の、介護保険の維持期・

生活期リハビリテーションでは、疾患別リ

ハビリテーション治療からの一貫したリ

ハビリテーション手法が確立されていな

い。令和 4年度に、疾患別の維持期・生活

期リハビリテーションの効果的な方法確

立を標準化した手引きを作成し、令和 5年

度は作成した手引きに基づく有酸素運動・

全身持久力訓練に関するランダム化比較

試験を実施した。 

 

B. 研究方法 

対象： 

本研究はクラスターランダム化比較試験

とし、機能特化型デイサービス 10施設を

無作為に介入群、対照群に分類し、それぞ

れの施設ごとで、同一のリハビリテーショ

ン治療を実施した。 

介入： 

介入群は通常のデイサービスでの運動（ス

トレッチング、筋力増強訓練、歩行訓練）

に加え、座位での 2分間の足踏み運動を有

酸素運動として実施した。この運動は座位

にてメトロノームのテンポに合わせて体

幹を回転させながら腕を振り、大腿を挙上

するものであり、120 拍/分のペースで 2

分間、2セット実施した。 

評価項目： 

全身持久力の指標として、2ステップテス

トを実施した。この評価は開始の合図から

2分間，安全かつできるだけ速く，指定し

た高さまで下肢を交互に挙上させ、その回

数を測定するものであり、6分間歩行試験

との間に妥当性ありものである。その他、

握力、歩行速度、Timed Up and Go test

（TUG）、Minicog、Barthel indexを介入

時、3か月時に評価した。評価者は対象の

割付を盲検化された状態で実施した。 

解析： 

統計解析は割付、評価、介入に関わらない

研究分担者が実施した。介入時と介入後 3

か月での各評価項目に対し、正規性と等分

散性の検定を行った後、対応のない t検定

またはMann-WhitenyのU検定を実施し

た。 

 

C. 研究結果 

介入群 6 施設 340 名、対照群 4 施設 314

名が研究参加の同意の意思を示した。初回

計測が困難であったもの、期間中にで機能
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特化型デイサービスの利用を中止したも

の、データ欠損例を除く、介入群 6 施設

100 名、対照群 3 施設 126 名を解析対象

とした。 

統計解析の結果、両群間に年齢、体重、併

存疾患数、フレイルに有意差を認めた。2

ステップテストの回数は介入時では対照

群で有意に高値を示したものが、3か月時

には介入群がそれを上回った。 

介入前の基本情報に有意差を認めたため、

ロジスティック回帰分析から得られた確

率を使用した傾向スコアマッチングを実

施した。独立変数を体重、Barthel index、

併存疾患数、フレイルスコア、従属変数を

介入群、対照群として傾向スコアマッチン

グを実施した結果、介入群、対照群それぞ

れ 65名を解析対象とした。両群間に伸長、

体重などの基本的情報には有意差を認め

なかった。2ステップテストに関しては介

入時に有意差を認めなかったものが、3か

月後に介入群が有意に高値を示した。フレ

イルは両群間で 3 か月後に有意に改善し

ていたが、その程度には差を認めなかっ

た。握力、TUG、歩行速度、Minicog、

Barthel indexに関しては両群間に有意な

差を認めなかった。 

 

D. 考察 

本研究の結果、有酸素運動として実施した

2 分間の足踏み運動によって持久力の向

上を認めた。要介護者に対する運動療法に

よって身体機能や認知機能、日常生活活動

能力が向上することは明らかであるが、疾

患別リハビリテーション治療で実施され

るが、介護領域でのリハビリテーションで

実施率が低い有酸素運動による身体機能

向上効果を認めたことは新たな知見であ

る。また有酸素運動を加えずとも、積極的

な運動を実施する機能特化型デイサービ

スを 3 か月利用することでフレイルが改

善したことから、介護領域におけるリハビ

リテーション治療がフレイル予防に有効

であることを明らかにしたと考える。 

介入群において握力や歩行速度、Barthel 

index には有意差を認めなかったことか

ら、ADL 向上、介護度改善を果たすよう

なリハビリテーション治療にはさらなる

検討が必要であることが示唆された。 

 

 

E. 結論 

 医療保険の、疾患別リハビリテーション

治療からの一貫したリハビリテーション

手法の 1つとしての有酸素運動は、要介護

者の持久力を向上する。この結果は、医療

介護が連携するリハビリテーション手法

に関する政策決定の一助となる 
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